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人口減少下での経済成長を支える土地政策のあり方（案）

○土地政策の新たな目標

◎ 「土地・不動産の最適活用」・・・ピンポイントの需要を生かして土地・不動産を流動化（供給のボトルネック解消と潜在需要の喚起）させ、
生産性向上や経済成長に貢献

◎ 「土地・不動産の最適管理」・・・現実化しつつある放棄宅地等の問題に対応した環境整備を図り、適切な管理を実現

○施策の方向性 上記目標に従い、市場での利用ニーズや所有者による所有・利用意欲等、土地の特性に応じた施策を講じる

所有・利用意欲が低下した土地・不動産の最適活用利用ニーズがある土地・不動産の最適活用

施策の方向性１ 施策の方向性２ 施策の方向性３

活用可能な空き家・空き地等の所有者からの寄附等の促進
と地域やﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙと連携した有効活用・適正管理の促進

志ある資金等の活用による空き家・空き店舗等の再生・活用

最適活用が難しい土地や所有者の所在の把握が難しい土地の管理・
帰属のあり方、災害リスクの高い地域や超郊外等の土地利用のたた
み方の検討

成長分野の土地需要を踏まえた土地・不動産活用の
円滑化や流動化を重点的に支援

国による情報提供方法の改善、価
格以外の情報（収益や賃料等）の充
実、オープン化等を通じた民間不動
産情報サービスとの有機的連携

社会資本整備等と連携した地籍整備の推進による
インフラストック効果の早期発現、土地利用促進

成長分野でのリートの投資促進、不動産特定共同事業
の充実、 鑑定評価の充実、ＣＲＥ・ＰＲＥの活用促進

我が国不動産市場の国際化への対応を通じた需要
喚起

ＩＴを活用した効率的な地籍調査

相続登記の更なる促進方策の検
討等、所有者情報の確実な把握
のための環境整備等

（隣地との一体利用、まちなか空地の創出、移住や起業促進、観光、子
育て・高齢者福祉支援、地域活動等の促進）

ＩＴを活用した空き家バンクの標準
化・一元化

○背景と課題

◎相続等の個人的事情を契機に、
土地の所有・利用意欲が減退

（山林、農地だけでなく宅地も放棄される時代に）

◎新しい成長分野でのピンポイント
の新たな土地需要の発生
（eコマース、観光・宿泊、医療・福祉・健康等）

◎社会コストや生産性を意識した
社会資本整備、都市経営の視点
の重要性の高まり

ビックデータ、クラウド等のITの
進展・普及とネットでの民間不動産

情報サービスの進展

所有者に放置され、遊休化している空き家・空き地等
にも活用可能なものがあるのではないか

成長分野等による土地需要に対して的確に
土地・不動産が供給されていないのではないか

需要喚起のため
最新のIT活用や官民連携の促進が

求められるのではないか

課題１ 課題２ 課題３

相続未登記・所
有者の所在の把
握が難しい土地

問題（再掲）

団塊Jrへの相続、
空家問題の本格化

都市のコンパクト
化＋ネットワーク

成長分野
の変化等

賢く投資し、賢く使う
インフラマネジメント戦略

最新のＩＴ・民間サー
ビス等の活用可能性

相続未登記・所有者
の所在の把握が難
しい土地問題

広く豊かな土地利用の推進・啓発と優良農地の保全、宅地の
農地化等
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【中長期的課題として本格的に議論を開始】

最適活用を支える情報の充実

施策の方向性４ 所有・利用意欲が失われた土地・不動産の最適管理



（参考）土地政策の変遷と今後の課題

・投機的取引防止、土地神話の打破
・適正な地価水準の実現
・適正かつ合理的な土地利用の確保

・所有から利用へ
・地価抑制から土地の有効利用に
よる適正な土地利用の推進へ

土地基本法の制定（Ｈ元年）
総合土地政策推進要綱（Ｈ３年） 新総合土地政策推進要綱（Ｈ９年）

住
宅
宅
地

政
策

Ｓ６０年頃～バブル崩壊までの地価高騰

土地政策の再構築（Ｈ１７年）

・資産デフレ対策からの脱却
・成長期の量的課題対策
からの脱却

土地政策の中長期ビジョン（Ｈ２１年）

・不動産の利用価値（利便
性・収益性等）の向上

土
地
税
制

土
地
情
報
・

鑑
定
評
価

○土地取引規制
○住宅・宅地の供給の促進
○土地に関する負担の合理化
○土地の適正な評価の推進

○土地の有効利用の促進
・ 遅れている都市基盤施設の整備
・ 密集市街地の再整備
・ 都心居住 等

○適正な土地利用の実現
（低・未利用地の管理への対応等）

○土地市場の条件整備
（不動産投資環境の整備等）

○宅地供給施策の見直し

取引価格情報の提供（Ｈ１８年）

大都市法に基づく住宅・住宅地の供給基本方針・供給計画（Ｈ２年）

○ＣＲＥ・ＰＲＥの普及促進
○エリアマネジメントの推進
○不動産情報の総合整備
○環境等新たな価値の不動
産への取込み
○空き地・空き家等不動産
の適正管理等の推進

地価税停止
（Ｈ１０年）

地価税創設、譲渡益課税税率
引き上げ、買換特例廃止（Ｈ３年）

特別土地保有税
停止（Ｈ１５年）

買換特例再創設（Ｈ６年）

住生活基本法に移行（Ｈ１８年）
※供給目標量を廃止

主
な
施
策

の
方
向
性

目
標
等

地価抑制を基調
宅地供給促進

所有から利用へ
土地の有効利用の促進

市場機能重視
宅地ストックの量から質へ

空家等対策特措法（Ｈ２６年）

特定市街化区域農地の宅地化促進臨時措置法（S４８年）

農住組合法（S５５年）、優良宅地開発促進法（Ｓ６３年）、宅鉄法（Ｈ元年）等

・長期にわたり地価が下落
・低未利用地、不良債権処理

・都市再生や不動産証券化の進展
・地価の下げ止まり傾向（Ｈ１４年～）

・人口減少・少子高齢化
・経済のグローバル化等

TX開業（H１７年）、新規認定終了
（優良法H１８年、農住法H２３年）

土
地
利
用
・

都
市
計
画
等

長期譲渡益課税
軽減（金融資産並み）

（Ｈ１６年）

まちづくり３法改正（Ｈ１８年）
調整区域の開発許可拡大等

不動産価格指数
本格運用（Ｈ２７年）

土
地
取
引

規
制

規制区域（許可制）（S４９年）
監視区域（事前届出制）（S６２年） 事後届出制、注視区域

（事前届出制）（Ｈ１０年）

土地政策分科会建議（Ｈ１５）→

都市計画法（Ｓ４３年） 線引き選択制（Ｈ１２年）

密集市街地整備法（Ｈ９年）等

新市街地開発、農地の宅地化

都市再生特別措置法（Ｈ１４年）

都市再生・大都市規制緩和

立地適正化計画制度（Ｈ２６年）

既成市街地の低・未利用地の有効利用

鑑定評価基準改訂（Ｈ２年）
基本法の理念への即応

鑑定評価基準改訂（Ｈ１４年）
収益性重視

土地の資産としての有利性の縮減 資産デフレ対策・市場中立性の確保

公的土地評価の
適正化（Ｈ４～６年）

不
動
産

証
券
化
等

改正による規制緩和（Ｈ９年） 倒産隔離型導入（Ｈ２５年）

定期借地権制度（Ｈ３年） 事業用定期借地権の拡大（Ｈ２０年）

ＳＰＣ法改正（Ｈ１０年）
不動産特定共同事業法

（Ｈ６年）
所有と利用の分離促進

不動産価格情報の充実・提供

（土地需要の変化）
○本格的な人口減少社会
への移行

○成長分野の変化 等

（国家的課題）

○ＧＤＰ６００兆円経済の
実現

○都市の生産性向上、
地方創生

課題として対応
すべき具体的な事象

ＣＲＥ・ＰＲＥ戦略手引書の策定・改訂（Ｈ２０年～）

ストック効
果の最大化遅れた社会資本の計画的な整備 社会資本の重点的整備

社
会
資
本

整
備

老朽化対策

まちなか重視・都市のコンパクト化

空き家対策

不動産市場重視

重点計画法（Ｈ１５年）

Ｊリート解禁（Ｈ１２年）

相続未登記・所有者
の所在の把握が難し
い土地問題

団塊Jrへの相続、
空き家問題の本格
化

コンパクト＋ネット
ワークへの都市機
能の誘導の取組

成長分野の変化や
新たな資金・ﾉｳﾊｳ・
情報等へのニーズ

賢く投資し、賢く使う
インフラマネジメント
戦略

最新のＩＴ・民間サー
ビス等の活用可能性
の広がり

土地の所有・利用意
欲の低下


